
役員報酬規定

(目 的 )

第 1条 この規程は、認定特定非営利活動法人まちぼっと (以 下「この法人」という。)の役員

の報酬の支給の基準について定めることを目的 とする。

(報酬及び費用の支給 )

第 2条  この法人は、常勤及び非常勤にかかわらず、役員報酬は支給 しない。ただ し、旅費等

の実費は支給することができる。

(補 足 )

第 3条  この規程の実施に関 し必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て、別に定めるもの

とする。

(改 廃 )

第 4条  この規定の改廃は、理事会の決議による。

附 則

この規定は、2019年 10月 8日 から施行する。(2019年 10月 8日 理事会決議)



就業規則

第 1条  (目 的)

この規則は、認定特定非営利活動法人まちぽっとの職員の労働条件など就業に関する

ことを定める。この規則に定めないことについては、労働基準法、パー トタイム労働法

その他の労働法令に定めるところによる。

第 2条  (職員)

この規則において、職員とは、雇用期間を特に定めない労働契約を締結 し、この法人

の業務に従事する者をいう。1年以内の雇用期間を定めて雇用するパー ト従業員、アル

バイ トの労働条件は個別に定める。

第 3条  (就業時間)

1.職員の所定労働時間は、1日 8時間以内、休憩時間を除き 1週間 20時間以上 40時

間以内とする。 1日 の休憩時間を 1時間 (12時～14時のうちの 1時間)と する。

2.1日 の始業時刻は、8時間勤務の場合は 9時 30分、終業時刻は 18時 30分とする。

また、7時間以下の就業の場合は 10時始業とし、所定の労働時間に応 じた終業時刻

とする。

3.労使協定によリフレックスタイム制に同意 した職員については、始業・終業時刻は

当該職員の自主的決定に委ねる。ただし、始業時間帯は 8時～10時、終業時間帯は

16時～21時とする。必ず労働 しなければならない時間帯 (コ アタイム)は 10時～

16時 とする。

4.所定労働時間外の勤務、休 日勤務については、職員の同意により他の日に振替える

ことができる。

5。 出向職員については出向元の勤務条件に従 うものとする。

6.パー ト従業員、アルバイ トの就業時間については、個別に定める。

第 4条  (休日)

1.休 日は以下のとおりとする。

(1)法定休 日  日曜 日

(2)法定外休 日 毎週土曜 日と祝 日

(3)夏休 日 (7月 21日 から9月 10日 の期間中の任意の 3日 間を休 日とする)。

(0年末年始休 日 (12月 29日 から1月 5日 までの任意の 3日 間を休 日とする)

なお、時給制による職員の夏休 日および年末年始休 日の各 3日 の給与は、所定労働

時間に換算 して支給するものとする。

2.職員の年次有給休暇は下記のとお りとする。

全労働時間の 8割以上出勤 した週 40時間勤務の職員に対し、以下のとお り勤続年数

に応 じた日数の年次有給休暇を付与する。
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勤続年数 入職 日 1年 2年 3年 4年 5年 6年以上

付与日数 10日 11 1ヨ 12日 14日 16日 18日 20日

週 40時間勤務に満たない職員には、その所定労働時間を週 40時間勤務と比例して

算出する。その場合、端数について四捨五入 して算出する。

年次有給休暇は、翌年度に限り繰 り越すことができる。

3. 4寺別休暇

年次有給体暇のほかに、次の各号に掲げる休暇を取得することができる。

(1)忌引き休暇

イ.父母、配偶者、子が死亡したとき……連続 5日

口。本人の祖父母、配偶者の父母、本人の兄弟姉妹が死亡したとき………連続 4日

ハ.本人の兄弟姉妹の配偶者が死亡したとき……連続 2日

二.その他、三親等内の血族および二親等内の姻族が死亡したとき…… 1日

(2)結婚休暇

イ。本人が結婚するとき………連続 6日

口。子供が結婚するとき‐……連続 2日

ハ.兄弟姉妹が結婚するとき…… 1日

(3)出産体暇

イ.本人が出産するとき……産前 8週間、産後 10週間

口.配偶者が出産するとき……連続 2日

(0つわり休暇

妊娠中の職員は、つわりにより、就業が著しく困難なときは休暇を取得することがで

きる。‐……―必要な日数

(5)生理休暇

女性職員で生理 日の就業が著しく困難なとき‐一‐必要な日数

上記の 1号から5号までの特別休暇は有給とする。ただし、3号のイでは、健康保険

の出産手当金が適用されない産前の 2週間のみ有給とし、それ以外は無給とする。4号
では 7日 間に限り有給とする。 5号では 2日 間に限り有給とする。

休暇期間には、その期間内の休 日および休暇を算入する。

4.介護休暇および育児休業

(1)介護体暇

職員が負傷、疾病または老齢により2週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支

障がある者 (要介護者)の介護をするため、勤務 しないことが相当であると認める場合

は、理事長への申し出により休暇を取得できる。

イ.休暇の単位……1日 または 1時間。 1時間を単位 とする介護休暇は 1日 を通 じ、

始業の時刻から連続 して、または終業の時刻まで連続 して4時間

の範囲内

９
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口.休暇中の給与……介護休暇により勤務 しない 1時間につき、 1時間あたりの給与

を減額する。

(2)育児休業および看護休暇

1歳に満たない子を養育する職員は、理事長への申し出により、必要があると認める

ときは育児休業を取得できる。育児休業は無給 とし、年次有給休暇の算定の場合を除き、

勤続年数に加算しない。

小学校就学前の子を養育する職員は、負傷または疾病にかかつた当該の子の世話をす

るために、1年につき 5日 を限度として、子の看護休暇を取得することができる。看護

休暇は無給とし、年次有給休暇の算定の場合を除き、勤続年数に加算 しない。

第 5条  (休職)

職員が次の各号に該当するときは、理事長は休職を命ずる。

(1)業務外の傷病により3か月を超えて欠勤したとき

(2)自 己の都合により1か月以上欠勤 したとき (た だし、理事長がその欠勤理由を正当

と認める場合に限る)

休職期間については上限を 1年 6か月、最低を 3か月とし、勤続年数、欠勤の事由な

どを考慮し、当該職員と協議のうえ定める。

第 6条  (解雇)

職員が、次の各号のいずれかに該当する場合は解雇する。

(1)疾病および技能などにおいて業務を継続 して遂行できないと認められるとき

(2)正当な事由なく、この法人に重大な損害をもたらしたとき

(3)無断欠勤、刑罰を課せ られる行為、この法人の信用、名誉を傷つける行為などを行

い、懲戒することが社会的に妥当と認められるとき

職員を解雇 しようとするときは、30日 前に予告 しなければならない。ただし、懲戒

のため即時解雇 したときは除く。

第 7条  (賃金)

1.職員の賃金は、給与および賞与、退職金 とする。

2.給与は以下のとお り定める。

(1)給与は、基本給と通勤手当とする。

(2)基本給は、週 5日 40時間勤務に対 し月額 18万円を基準とする。

(3)職務、技能、経験等を考慮 して職員との個別の契約により給与を決定する。

(4)基本給の支給方法は、月給制および時給制とする。

(5)月 の途中で採用または退職 した職員については、日割 り計算で給与を支払 うものと

する。

(6)通勤手当は、居住地より通勤のために交通機関を利用する職員に通勤定期代実費額

を支給する。ただし、月額 2万円を上限とする。

(7)所定就業時間外勤務、休 日勤務については、他の日において振替えることができる。
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この場合、時間外勤務手当、休 日勤務手当ては支給しない。

2.給与の支給額は職員の勤務形態に応 じて、理事長が決定し、理事会に報告する。

3.月 額給与の計算期間は前月 26日 からその月の 25日 まで、支給 日はその月の月末

とする。ただし、支給日が休 日の場合は、その前 日とする。

4.給与の支払いに当たって、法の規定に基づき次に掲げる各号のものを控除する。

(1)給与所得税及び住民税

(2)健康保険、厚生年金保険、雇用保険の保険料の被保険者負担分。

(3)雇用保険の保険料の被保険者負担分。

5.賞与は、この法人の経営状態等を勘案して、理事長が支給額を定め、理事会に報

告する。経営実績が低下している場合は支給しないこともできる。

6。 その他、本規程に定めのない事項については、各関係法令の例により、理事会がこ

れを定める。

第 8条  (退職および退職一時金)

職員は、退職 しようとするときは、退職願いを少なくとも 30日 前に提出しなければ

ならない。

勤続年数が 2年に満たない者、正当な事由なく重大な損害をもたらし解雇 された者、

懲戒解雇された者を除き職員に退職一時金を支給する。支給金は以下の算定方法により

算出する。

(1)退職一時金の算定対象となる勤続期間は、入職 した月から起算 して 1年を超える月

から開始 し、退職する月までとする。退職する月において 1か月に満たないときは、

1か月として算定する。また、休職および育児休業期間は勤続期間から減ずる。

(2)退職一時金の支給額は、週 40時間勤務の職員に対 し1年で 10万円とし、1年に満

たない月数は、10万円を 12で除した金額を支給する。

(3)週 20時間以上 40時間未満勤務の職員については、週の所定労働時間を週 40時間

と比例 して算出する。

2018年 4月 5日 制定

2019年 10月 8日 改定

認定特定非営利活動法人まちばっと

理事長 佐々木貴子

4



=書式第 17号 (法第 55条関係)

54 2 3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

2020年 4月 1日 へ′

2021Z手13月 31日
法人名 認定特定非営利活動法人 まちぽっと 事 業 年 度

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

(3)その他

な し

収 益 源 泉 の 内 訳 金 額

寄付金収入 30,876,935円

調査研究事業収入 0円

セミナー事業収入 0円

活動支援事業収入 133,500円

出版事業収入 2,170円

受話事業収入 1,984,000円

草の根の市民基金事業収入 0円

ソーシャルジャスティス基金事業収入 450,000円

助成金・補助金収入 49,320,902円

受取利息・出資配当収入 884円

会費収入 1,412,000円

その他収入 254円

△
口 計 84,180,645円

月上
1日 入 先 金    額

な し 円

△
口 計 円



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

(3)役務の提供に係る料金及

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

季刊誌販売 500円 運送費 160円

書籍 「自治体庁舎建設早分かり」 1,200円

書籍 「新しい公共を担う市民起業法人と

非営利バンク」
1,000円 会員価格 800円

円

条
ムと
Fヽ件

謝金

謝金北区 NPOボ ランティアプラザ講師

日本労働文化財団講師

料 金

30,000円

30,000円

役 務 の 提 供 の 内 容

特定非営利活動法人アカツキ 10,000円 謝金

3=.tr?-Y7V>b4 5,000円 謝金



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

譲 渡 価

格
譲渡資産の内容等

譲 渡

年月日
取引先の氏名等

法人との

関  係
住所又は所在地

無償 季刊誌 15号2020。8.7

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の 5者

(3)役員、社員、職員若 しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

48,895,902円 休眠預金への指定寄付金

21,443,100円

ソーシャルジャスティス

基金への指定寄附金 (一部遺

贈 )

1,000,000円 ケアラー調査受託事業

1,000,000円 団体正会員費

984,000円 NPO関連受託事業

取引金額 取 弓1 内 容 等氏名又は名称 住所又は所在地

11,770,000円 助成金

助成金4,784,000円

助成金3,440,000円

助成金3,438,000円

2,944,000円 助成金



ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提供年

月日

対 価 の

額
役務提供の内容等

2020.4。 1～

2021.3.31

680,000

円

休眠預金プログラム

オフィサー委託
4月 ～ 7月 :月 額
50,000円

8月 ～申請 日 :月 額
60,000円

2020.6。 13、

2021.1.8
44,548円 アドバイザー謝金

2020.6.13、

2021.1.8
44,548円 アドバイザー謝金

2020.4。 1～

2020。7.25

360,000

円

会員管理システム設

計委託

月額 90,000円

2020。4.1～

2021.3.31
11,000円

会議室使用料
@500円 ×22時間

2020。 4。 1～

2021.3.31
5,000円

会議室使用料

@1,000円 ×5時間

2020。 10.8
139,994

円
冊子印刷・製本代

4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及 月 日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

円



5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

7,743,615円5人

6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

2020`年15

月 26日
および

2020年 10

月 26日

助成金 2,359,870円

2020」手15

月 26日
および

2020イ手110

月 24日

助成金 2,944,000円

20204P5
月 29日
および

20204「 11

月 2日

助成金 11,770,000円

2020イ手16

月 5日

および

2020」手111

月 2日

助成金 4,445,000円

2020イ手16

月 8日

および

2020年 11

月 2日

助成金 3,440,000円

2020詢巨6

月 13日

および

2020`千110

月 26日

助成金 4,784,000円

2020年
6月 13日

および

2020年 10

月 25日

助成金 3,438,000円

2020年 6

月 26日
および

20204「 10

月 24日

助成金 1,758,500円

2020」手16

月 26日

および

2020`手110

月 23日

助成金 2,489,900円



600,000円

20204「 6

月 29日

お よび

2021年 3

月 29日

20204「 6

月 29日

および

2021`芋13

月 9日

590,000円

480,000円

500,000円

500,000円

20204巨 6

月 29日

2020イ手16

月 29日

2020`年16

月 29日

2020Z雫16

月 29日

2020`年17

月 7日

20204「 7

月 13日

および

20204「 10

月 27日

2021年 1

月 12日 お

よび

2021イ手13

月 31日

2021ど千11

月 12日 お

よび

2021`芋i3

月 31日

2021`手11

月 12日 お

よび

2021ど雫13

月 31日

2021年 1

月 12日

2021年 3

月 9日

2021」手13

月 9日

2021年 3

月 9日

2021`千13

月 9日

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

500,000円

500,000円

2,055,000円

1,000,000円

1,000,000円

1,000,000円

500,000円

100,000円

100,000円

100,000円

100,000円



2021イ千13

月 29日

2021`千13

月 30日

2021`芋:3

月 30日

20214「 3

月 30日

2021`千13

月 30日

2021イ千13

月 31日

2021年 3

月 31日

2021`手13

月 31日

2021`手13

月 31日

合   計

100,000円

500,000円

500,000円

460,000円助成金

450,000円助成金

500,000円

500,000円

151,000円

435,000円

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

助成金

50,650,270円

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び

にその実施 日

金   額途使実  施  日

な し
円

円



法人名 認定特定非営利活動法人 まちぽっと チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

/

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転記してくださしヽ

③l及び〕こついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

項  目

役員数

①
区  分

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(②÷③ (④÷③

② ③ ④ ⑤

0人 0% 4人 20.0%③
2020年 4月 1日 ～

"21年
3月 31 日 20人

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

人 % 人 %

人 % 人 %

人 % 人 %

人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人

① 年 月 日～ 年 月 日
人

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人

① 年 月 日～ 年 月 日
人

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

|ヽま:ヽ′…ヽ

いいえいいえ

書式第 7号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

(注意苺到D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

CL菫菫壼塵6塵聾目墜≦こと壺型LLュ _」壁菫」璽□壁」L塁墜菫旦塞」董菫」2「帳簿組織0状況」を添付してください。

項
口
日 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存
を青色申告法人に準じて行つている

回]

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日
Ｈ ③ ⑤ ◎ ③ ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。① 有・無 有 。無 有・無 有 。無 有 。無 有 。無

第3表 (次葉)

∝意1中曰

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書菊Dに記載した事項について、改
めて記載する必要はありません。

ェック表」 (第 3表)

項 目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「①～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

lま 「定款 (又は会則)第○条に『各正会員の表決権は、

平等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

)\a$Jffi 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、輌③りから「①」については、イに記載する各期

間 (「④」から「①」)を示したものです。

①  「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の 1はしⅥ

二」QLし!壁丞狙塞理整園塑書を添
付してく.ださ堕2_

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行つている」の「はL」 に「o」

」∠二盪全盤塞LL豊l旦壺」」塞[2_I帳盤組

璽塑塑型虹壺重重窒_堕塗量上玉≦_どさ

上全ヒ
二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」について:よ イに講 る各期

間 (「④」から )を示したものです。

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

赤坂 禎博

伊藤 久雄

奥田 雅子

金子 匡良

第 3表付表 1

2010.4.27

就任

2007.12.

11就任

2007.12.

11就任

工藤 春代

2020。 6.8

就任

2020.6.8

就任

2017.5,9

就任
小林 幸治

小林 徹也 2018.5.8

就任

2008.5.

17就任

近藤 (土屋)

真美子

佐々木 貴子
理 事

長

2007.12.

11就任

塩 田 三恵子 理事

2007.12.

11就任

2020.6.8

就任

法人名 認定特定非営利活動法人まちぽっと ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

役  員  数 20人 人 人

0人 人 人

4人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等 就任・退任

年月日
④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

理事 ○

理事 ○

理事 ○

理事 ○

理事 ○

理事 ○

理事 ○

理 事 ○

○

○

武内 好恵 理 事 ○



田中 のり子 理 事 ○
2019.5。 7

就任

辻 利夫 理事 ○

2007.12.

11就任

2020.6.8

退任

○

○

○

○

○

○

○

○

○

坪郷 賞 理 事

理 事

○
2007.12.

11就任

豊泉 惣子 ○
2020.6.8

就任

西崎 光子 理事

2018.5.8

就任

2020.6.8

退任

林 泰義 理事

2007.12.

11就任

2020.6.8

退任

三浦 一浩 理事
2017.5.9

就任

三木 由希子 理事
2007.12.

11就任

桃井 貴子 理事
2020.6.8

就任

渡部 真実 理事
2020.6.8

就任

辻 利夫 監事
2020.6.8

就任

畑山 弘 監事

2007.12.

11就任

2020.6.8

退任

矢崎 芽生
2012.4.26

就任

(注意事項)

監事



法人名 認定特定非営利活動法人 まちぽっと

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

現金預金出納帳

総勘定元帳

会計ソフト (会計王)使用

ノレ~ズリーフ
毎 日 10年

会計ソフト (会計王)使用

ノレーズリーフ
毎 日 10年

10年

10年

10年

入金伝票・出金伝票

仕訳 日記帳

単票 (1初 毎 日

会計ソフト (会計王)使用

ノレーズリーフ

毎 日

給与台帳 会計ソフト (給料王)使用

ノレーズリーフ

月 1回

書式第 9号 (法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表 2

(記載ヨD
・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入劃1苺懃、「出金伝票」、「振濯Hヨ票」、I現金出i納帳」、「総勘定元帳」などのように記載します。

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

・ 「記帳の時期」欄は、弔翻寺」、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 認定特定非営利活動法人 まちぽっと チェック欄

4 1事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上

であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

ロ

イ

項 目 ④ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申訪郭寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
有。① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動
有。① 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職にある

者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対する活動

有。① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申罰罰寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法

人とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役

員に対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役

員に対する報酬の支給として過大と認められる報酬の支

給その他役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特男lI

の利益の供与の有無

有・⑬ 有・無 有・無 有・無 有・無 有 。無 有 。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が

当該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過

少と認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支

配する法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の

利益の供与の有無

有・⑬ 有・無 有 。無 有。無 有・無 有・無 有 。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び

事業の運営に関して特男lIの利益の供与の有無
有・⑬ 有・無 有・無 有 。無 有。無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又

は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄

附の有無

有・⑬ 有・無 有・無 有・無 有・無 有 。無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (初葉)

(注意事項)

。 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。

/



法人名 認定特定非営利活動法人 まちぽっと チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

/

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する榊唄:1佐υ嘴眼lD等がある場合に|よ そC漁唄l」 網ブ嘴諷:D等を添付してくださしヽ

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源募別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の略 並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当訊職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

ェック (第 5表)

∝意1事D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条僕蓄系)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 認定特定非営利活動法人 まちぽっと

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

(注意1申0
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類〉に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェッタ欄

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無 有 。 無

①

有 。 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

/

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何ら力て)利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 ・ 無 有 征 有 征有 。① 有 。 無 有 。 無 有 。 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り

た場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当諾

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法m4条等 田)若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 餞2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

に関自笙國菫重重五星[菫:圭基 』旦i嘔:聾」墜[」塾 LE=」≧1量量1土!L:壺幽 :2菫:』:固1画]里』ヨ:墜:コ[立

`塑

:塁上上り_型:)。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

「

ら し

され

認定、

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営和:膳動法人が認定を取り消された場合又は特

"鵬
:定特定非営禾I提口法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定

特定り1増利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有・①

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を経過しない者の有無
有。①

特定非増オ!l活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 2∝ 条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に販 したことにより、罰金刑に処せられ その新
.動ミ終わつた日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しなし嗜・の有無

有。①

暴力団の構成員等の有無 有・

`D
９
“ 認定又は特例儲、定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 は い

。

Ｑ
υ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 [1r . [r11i

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は い ・

書類

添付

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記4壼堡:菌:コl豊:塑笙1璽:整製壁:,ダ垂:睦奎:墨!室菫塵塾:塑1費
|

」 ω 」 型 螢 螢 凶 塞 製 塾 奎 理 堕 l型壁 國 望 埜 1と菫 主上塾艶自理製 ≡盤 壺饉 蜃型[豊塑 壼 菫茎 =と__
(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所1在の滞納処分に係る納税証明:書も添仕すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

Ｆ
Ｄ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 はい。F丁萩

ハリ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 1J1 r . [rqrr'i
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 tj1r.[1r.i

法人名 認定特定非営利活動法人 まちぽっと チェック欄

/


